
 

自 治 総 合 審 議 会  資 料 

 

平成２２年１月１４日  

総 務 部 財 政 課  

 

本市における財政運営の現状とこれからの見通しについて 

 

１ 今後の課題 

 

    合併後１０年が経過する平成２７年度から平成３１年度までの５年間で地方交付

税が段階的に縮減されるため，政策面から様々な行財政改革を行う必要があること。 

 

○ 普通交付税の影響額（合併算定替と一本算定との差額）：約３６億円（平成２１

年度交付税基準額ベース） 
 

○ 平成２７～３１年度までの５年間で縮減される普通交付税の累積額：約９０億円 

 

 

２ 中長期財政運営指針（案） 

 
 

項   目 
合併前 合併後 

１５年度 ２１年度 ２６年度（案） 

普通会計市債残高 ６６２億円 ５７０億円 ５１０億円以内 

公債費負担比率 １７．２％ ２１％以内 欄外注記へ 

経常収支比率 ９０．１％ ９４％以内 欄外注記へ 

人 件 費 １０７億円  ９５億円以内  ９５億円以内 

物 件 費  ５９億円  ４８億円以内  ４７億円以内 

補 助 費 等  ２９億円  ２１億円以内  ２３億円以内 

普通建設事業費 １５９億円  ７９億円以内  ７４億円以内 

公 債 費  ８１億円  ７５億円以内  ７８億円以内 
 

※１ 公債費負担比率及び経常収支比率については，公債費負担比率が危険ラインとさ

れる２０％以内，経常収支比率が概ね９０％以内となるよう努める。 

   ※２ 実質公債費比率が起債借入時に国との協議が必要となる１８％を超えないよう，

健全な財政運営の確保を図る。 

 


